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    第第第第 3333 次土浦市行財政改革大綱に伴う次土浦市行財政改革大綱に伴う次土浦市行財政改革大綱に伴う次土浦市行財政改革大綱に伴う実施計画の実施計画の実施計画の実施計画の５５５５年間の年間の年間の年間の総括総括総括総括                                                                                                                

 

    ⅠⅠⅠⅠ    実施計画の実施計画の実施計画の実施計画の進行状況進行状況進行状況進行状況    

第３次土浦市行財政改革大綱を推進する実施計画については，平成１８年度から

平成２２年度の５年間を取組期間とし，当初９９項目を掲げて取組みをスタートしま

した。その後，新たに４項目を加え合計１０３項目について取組を実施しました。 

その結果，「計画に対する達成状況」という視点での評価では，「実施済」が３３

件，目的を達成し引続き実施している「継続実施」が６６件，合わせて９９件で，９

６％の達成率となっています。 

    Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度Ｈ２２年度Ｈ２２年度Ｈ２２年度    

項目数（Ａ） ９９ ９９ １００ １０２ １０３１０３１０３１０３    

    実施済（Ｂ） ２０ ２３   ３３   ２９ ３３３３３３３３    

継続実施（Ｃ）   ４１   ４８     ５１     ６６ ６６６６６６６６    

検討中 ２２ １８  ９  ５ ２２２２    

未着手 １６  １０    ７ ２ ２２２２    

実施済率 

（Ｂ）＋（Ｃ）／（Ａ） 
６２％ ７２％ ８４％ ９３％ ９６９６９６９６％％％％    

※実施済 ………… 所期の目的が達成されたもの 

継続実施 ……… 所期の目的を達成し，引き続き成果を出しながら継続中のもの 

検討中 ………… 方向性を模索中のもの 

未着手 ………… 資料収集中のもの，関係機関と未調整のもの 

 

    ⅡⅡⅡⅡ    実施計画の実施計画の実施計画の実施計画の改革視点別の取組改革視点別の取組改革視点別の取組改革視点別の取組状況について状況について状況について状況について    

    ≪協働≫≪協働≫≪協働≫≪協働≫    

へのチャレンジへのチャレンジへのチャレンジへのチャレンジ    

≪≪≪≪健全財政健全財政健全財政健全財政≫≫≫≫

へのチャレンジへのチャレンジへのチャレンジへのチャレンジ    

≪効率・効果≫≪効率・効果≫≪効率・効果≫≪効率・効果≫

へのチャレンジへのチャレンジへのチャレンジへのチャレンジ    

≪人材育成≫≪人材育成≫≪人材育成≫≪人材育成≫

へのチャレンジへのチャレンジへのチャレンジへのチャレンジ    
合合合合    計計計計    

項目数（Ａ） １４ １９ ５７ １３ １０３ 

    実施済（Ｂ） １ ３ ２７ ２ ３３ 

継続実施(Ｃ) １２ １６ ２７ １１ ６６ 

検討中 ０ ０ ２ ０   ２ 

未着手 １ ０ １ ０   ２ 

実施済率 

（Ｂ）＋（Ｃ）／（Ａ） 
９３％ １００％ ９５％ １００％ ９６％ 

  

ⅢⅢⅢⅢ    計画期間計画期間計画期間計画期間５年間５年間５年間５年間の主な取組の主な取組の主な取組の主な取組みみみみ    

（１）協働へのチャレンジ 

    《協働》へのチャレンジについては，市と市民との役割を明確にし，市政に関

する情報提供を積極的に行うなど，開かれた市政を推進するとともに，自らのま

ちは自らが創るというコミュニティ意識を醸成し，市民と行政が一体となったま

ちづくりの推進を図るものです。 

    これらについては，違反広告物の除去やごみ減量化・地球温暖化防止に係るレ
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ジ袋の削減を行うとともに，協働によるまちづくりの基盤となる市民活動団体の

育成を行いました。    

【主な取組項目】 

№ 項 目 取組状況の概要 

7 

違反広告物を市民と

の協働により追放推

進 

平成 22 年度現在，17 団体 310 名の市民が登録し，市民と

の協働により事業を実施してきた。この事業を開始した平

成 18 年度と比べると，市の業務委託による除却分も合わせ

た除却枚数は平成 18 年度 11,444 枚から平成 21 年度 4,891

枚となり，掲出される違反広告物が大幅に減少した。 

100 

ごみ減量化・地球温暖化

防止に係るレジ袋の削減 

（平成 20 年度新規取組項目） 

平成 20 年度から取組みを開始し，16 事業者 26 店舗にお

いてレジ袋の有料化を実施。ごみ削減量 21ｔ，二酸化炭素

削減量 97ｔの効果があった。平成 22 年度は１事業者１店舗

が新たに加わり，それぞれ 130ｔ，604ｔの削減効果があっ

た。 

102 
市民活動団体の育成 

（平成 21 年度新規取組項目） 

平成 21 年度から，ＮＰＯ設立の方法，活動資源の確保な

どを内容とする「ＮＰＯセミナー」を実施した。多くの市

民が参加し，活発な意見交換がなされた。 

 

（２）健全財政へのチャレンジ 

   《健全財政》へのチャレンジについては，社会経済情勢の変化や新たな行財政需

要に的確に対応するため，市税等の歳入の確保に努めるとともに，経費の節減や

合理化を図るものです。 

これらについては，新規市債や経常経費の縮減，公用車の集中管理による台数

削減などの歳出構造の見直しを行い，企業誘致の推進や広告掲載事業の実施など

による歳入確保の取組みを推進し，財政の健全化を図りました。 
 

【主な取組項目】 

№ 項 目 取組状況の概要 

13 

新規市債の縮減 

（市債発行額を毎年

元金償還額以内に抑

える。） 

事業を厳選し市債発行を抑制した結果，平成 18 年度末の

市債現在高は，総計 884 億 4502 万円であるところ，平成 22

年度決算は 786 億 3841 万円であり，98 億 0661 万円，11 パ

ーセント縮減した。 

16 公用車の集中管理 

公用車削減計画により，平成 18 年度末市有公用車保有台

数 361 台から平成 22 年度の５年間で 53 台を削減し，適正

台数の運用による有効活用と稼働率の向上を図っている。 

平成 22 年 3 月末現在の保有台数 308 台 

99 広告掲載事業の実施 
平成 19 年度から平成 21 年度の 3 年間で広告掲載事業に

より 18,321,000 円の事業効果があった。 
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 （３）効率・効果へのチャレンジ 

《効率・効果》へのチャレンジについては，最少の経費で最大の効果を上げる

ため，絶えず事務事業を見直すとともに，市民サービスの向上を目指し，効率的

で効果的な事業を推進するものです。 

これらについては，行政評価制度の実施により事務事業の効率・効果を図り，

幼稚園のあり方の検討による適正配置，及び公設市場等の指定管理者制度への移

行等により効率的な行政運営に努めました。 
    

【主な取組項目】 

№ 項 目 取組状況の概要 

29 
行政評価システムの

構築 

行政評価の手法等についての研修会，並びに庁内検討会

にて研究を行ってきた。それらを踏まえ主要事業等を対象

に行政評価を実施し，その結果を報告した。 

平成 22 年度は第三者の視点による「事業仕分け」を実施

し，あらためて事務事業を検証することにより更なる行財

政改革の推進を図る。 

48 
幼稚園のあり方の検

討 

平成 21 年度に土浦市立幼稚園，小学校及び中学校適正配

置等検討委員会を設置して，小・中学校の児童生徒のより

良い教育環境の整備と学校教育の充実を図るための検討を

行った。幼稚園については｢土浦市立幼稚園の適正配置につ

いての考え方｣の提言がまとまり土浦幼稚園といくぶん幼

稚園の統合を内容とする提言書が教育委員会に提出され

た。この提言を尊重し，保護者等とも協議しながら，土浦

幼稚園といくぶん幼稚園の統合を進める。 

53 公社のあり方の検討 

住宅公社については，瀧田地区団地を入札による売却と

市が買い上げることにより整理した。また，木田余東台用

地についても市が買い上げ，住宅公社の全ての債務を整理

し，21 年度をもって解散した。 

土地開発公社については，経営健全化計画に基づき順調

に保有用地を削減してきた。 

84 
指定管理者制度の活

用 

平成 18 年 4 月から 29 施設で制度を導入し，平成 22 年 10

月から公設地方卸売市場に，また平成 23 年 4 月から新治総

合福祉センターにそれぞれ指定管理者制度を新たに導入し

た。平成 23 年 4 月現在で 38 施設に導入している。 

 

（４）人材育成へのチャレンジ 

《人材育成》へのチャレンジについては，政策形成能力や判断力に優れた人材

の育成に努め，職員自らの能力や意欲を高めるとともに，新たな行政課題に総合

的・機能的に対応できる組織・機構を構築するものです。 

これらについては，職員の政策形成研修や組織機構の見直しなどに着実な成果を
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収めました。 
    

【主な取組項目】 

№ 項 目 取組状況の概要 

86 政策形成研修の強化 

政策形成能力は，地方分権の進展とともに，自治体職員

にとって重要な能力のひとつである。本研修は，これまで

に延べ 466 人が受講しており，本市職員の政策形成能力向

上に着実に効果を挙げている。 

94 組織・機構の見直し 

多様化・高度化している市民ニーズや新たな行政課題に

対して迅速かつ適切に対応が可能となる簡素で効率的かつ

スリムな組織・機構の実現のため弛むことなく見直をして

きた。具体的には平成 23年 4 月までに 1 部，6 課，26 係を

統合しスリム化を図った。一方，行政課題に対応するため

２室３係を新たに設けた。 

 

ⅣⅣⅣⅣ    行財政改革の成果行財政改革の成果行財政改革の成果行財政改革の成果    

（１）職員の定員適正化 

    平成１８年４月に策定した定員適正化計画では，平成１８年４月１日の職員数

１,１４６人から平成２３年４月１日には１,０３１人とし，５年間で１１５人削

減することを目標にしています。（平成２２年度の見直しにより，計画末日の職員

数１，０３６人，削減１１０人に修正しています。） 

平成２３年４月１日現在の実績としては，平成１８年度と比較して，５年間で

１１８人の減となっています。 

（各年度４月１日現在） 

年 度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

職員数（人） １,１４６ １,１０６ １,０８３ １,０６０ １，０４５ １，０２８ 

前年度比較（人） ▲４０ ▲４０ ▲２３ ▲２３ ▲１５ ▲１７ 

※平成１８年度の前年度比較（人）の▲４０人については，定員適正化計画には，含みません。 
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（２）行財政改革による主な経費削減額（対前年度比 決算ベース） 

   ①平成１８年度①平成１８年度①平成１８年度①平成１８年度    
    

○ 人件費の抑制（定員管理の適正化） 

○ 電算委託料の見直し 

○ 補助金等の見直し（見直し対象１０８件） 

○ 住宅・開発公社貸付による利子軽減 

○ 指定管理者制度導入による施設管理経費の削減 

○ 公用車購入費の抑制 

▲３３３,５００千円 

▲３２,１００千円 

▲２１,５００千円 

▲１２,５００千円 

▲３２,３００千円 

▲９,５００千円 

平成１８年度主な経費削減額平成１８年度主な経費削減額平成１８年度主な経費削減額平成１８年度主な経費削減額    計計計計（（（（AAAA））））    ▲４４１▲４４１▲４４１▲４４１,,,,４４４４００千円００千円００千円００千円    

 

 

②平成１９年度②平成１９年度②平成１９年度②平成１９年度    
    

○ 人件費の抑制（定員管理の適正化） 

○ 電算委託料の見直し 

○ 補助金等の見直し（見直し対象１０８件） 

○ 住宅・開発公社貸付による利子軽減 

○ 議員定数の削減 

○ 特殊勤務手当の削減 

○ 交際費の見直し 

○ 亀城公園プールの撤去による管理経費の削減 

○ 決裁カバー等の再利用による処分料及び購入費の削減 

▲１７５,４００千円 

▲１７,６００千円 

▲３８,４００千円 

▲２２,４００千円 

▲１４０,５００千円 

▲１１,３００千円 

▲２,５００千円 

▲４,２００千円 

▲１,２００千円 

平成１９年度主な経費削減額平成１９年度主な経費削減額平成１９年度主な経費削減額平成１９年度主な経費削減額    計計計計（（（（BBBB））））    ▲４１▲４１▲４１▲４１３３３３,,,,５５５５０００００千円０千円０千円０千円    

 

 

③平成２０年度③平成２０年度③平成２０年度③平成２０年度    
                                                

削減の取組み削減の取組み削減の取組み削減の取組み    

○ 人件費の抑制（定員管理の適正化） 

○ 電算委託料の見直し 

○ 住宅・開発公社貸付による利子軽減 

○ 食糧費の見直し（全会計分） 

○ 職員福利厚生事業の見直し 

○ 市営斎場火葬業務民間委託による経費削減 

○ 印刷物等現物支給による経費削減（委託業者による広告掲載企業募集） 

○ 債務の縮減（公的資金繰上償還による公債費縮減） 

○ 経常経費の縮減（一部枠配分，光熱水費 ISO等） 

○ 決裁カバー等の再利用による処分料及び購入費の削減 

歳入確保の取組み歳入確保の取組み歳入確保の取組み歳入確保の取組み    

○ 自主財源の確保    

 

▲８４,３００千円 

▲３５,５００千円 

▲４,２００千円 

▲２,８００千円 

▲１,７００千円 

▲７,８００千円 

▲８,１００千円 

▲１１８,９００千円 

▲１１３,１００千円 

▲１,０００千円 

 

３４,１００千円 

平成２０年度主な経費削減額平成２０年度主な経費削減額平成２０年度主な経費削減額平成２０年度主な経費削減額    計計計計（（（（CCCC））））    ▲▲▲▲４１１４１１４１１４１１,,,,５００５００５００５００千円千円千円千円    
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④④④④平成２１年度平成２１年度平成２１年度平成２１年度        
                                            

削減の取組み削減の取組み削減の取組み削減の取組み    

○ 人件費の抑制（定員管理の適正化） 

○ 電算委託料の見直し 

○ 交際費の見直し 

○ 補助金等の見直し（見直し対象 108件） 

○ 印刷物等現物支給による経費削減（委託業者による広告掲載企業募集） 

○ 債務の縮減（公的資金繰上償還による公債費縮減） 

○ 市営住宅駐車場使用料徴収事務委託の見直し 

○ 決裁カバー等の再利用による処分料及び購入費の削減 

歳入確保の取組み歳入確保の取組み歳入確保の取組み歳入確保の取組み    

○ 自主財源の確保    

 

▲１８５,３００千円 

▲２,８００千円 

▲５００千円 

▲２,５００千円 

▲１,４００千円 

▲１９８,９００千円 

▲１,１００千円 

▲１,６００千円 

 

３００千円 

平成２１平成２１平成２１平成２１年度主な経費削減額年度主な経費削減額年度主な経費削減額年度主な経費削減額    計計計計（（（（DDDD））））    ▲▲▲▲３９４３９４３９４３９４,,,,４００４００４００４００千円千円千円千円    

 

 

⑤⑤⑤⑤平成２２年度平成２２年度平成２２年度平成２２年度 
 

削減の取組み削減の取組み削減の取組み削減の取組み    

○ 人件費の抑制（定員管理の適正化） 

○ 職員福利厚生事業の見直し 

○ 開発公社貸付による利子軽減 

○ 債務の縮減（公的資金繰上償還による公債費縮減） 

○ 生涯学習館指定管理者導入 

○ 農業センター指定管理者制度導入 

○ 旅費支給の見直し 

歳入確保の取組み歳入確保の取組み歳入確保の取組み歳入確保の取組み    

○ 自主財源の確保    

 

▲７８,３００千円 

▲１,２００千円 

▲１６,９００千円 

▲２１６,１００千円 

▲２８,５００千円 

▲２００千円 

▲４,８００千円 

 

６,１００千円 

平成２２平成２２平成２２平成２２年度主な経費削減額年度主な経費削減額年度主な経費削減額年度主な経費削減額    計計計計（（（（EEEE））））    ▲▲▲▲３３３３５５５５２２２２,,,,１０１０１０１００千円０千円０千円０千円    

 

 

⑥⑥⑥⑥平成１８年度～平成２２年度の経費削減合計額平成１８年度～平成２２年度の経費削減合計額平成１８年度～平成２２年度の経費削減合計額平成１８年度～平成２２年度の経費削減合計額    
 

平成１８年度改善による経費削減額（Ａ） ▲４４１,４００千円 

平成１９年度改善による経費削減額（Ｂ） ▲４１３,５００千円 

平成２０年度改善による経費削減額（Ｃ） ▲４１１,５００千円 

平成２１年度改善による経費削減額（Ｄ） ▲３９４,４００千円 

平成２２年度改善による経費削減額（Ｅ） ▲３５２,１００千円 

５年間の総額 （A＋B＋C＋D＋E） ▲▲▲▲２２２２,,,,０１２０１２０１２０１２,,,,９００９００９００９００千円千円千円千円    
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（３）市債残高 

   市債残高の推移                       （単位：千円） 

   年度 

区分 

平成 17年度

決算 

平成 18年度

決算 

平成 19年度

決算 

平成 20年度

決算 

平成 21年度

決算 

平成 22年度

決算 

一般会計 45,348,966 43,302,644 41,327,550 40,034,688 39,162,206 39,484,338 

特別会計 39,051,536 37,106,633 35,395,471 33,730,756 33,248,582 32,040,945 

企業会計 8,204,680 8,035,739 8,100,797 7,761,108 7,426,671 7,113,130 

合  計 92,605,182 88,445,016 84,823,818 81,526,552 79,837,459 78,638,413 

         

 

926

884

848
815

798 786

700

750

800

850

900

950

平成17年度決算 平成18年度決算 平成19年度決算 平成20年度決算 平成21年度決算 平成22年度決算

(億円)
市債残高（合計額）の推移

 

 

（４）財政指標の状況 

 

       年度 

指標 

平成 19年度 

決算 

平成 20年度 

決算 

平成 21年度 

決算 

平成 22年度 

決算 

財政力指数 ０．９６ ０．９９ ０．９９ ０．９４ 

経常収支比率（％） ８８．１ ９０．９ ８９．４ ８１．１ 

実質公債費比率（％） １１．６ １１．６ １２．１ １１．３ 

将来負担比率（％） ７３．７ ６１．３ ４８．５ ３６．６ 

 

  ※財政力指数：地方公共団体の財政力を示す指標で，この値が大きいほど財政的に余裕があり，

１を超えた団体は交付税の不交付団体になる。 


